
委員会提出議案第３号  

 

   新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書の提出について  

 

 上記の議案を、亀山市議会会議規則第１３条第２項の規定により、別紙のとお

り提出します。  
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別 紙  

 新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書  

 

 



新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書  

 
新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情報を正確に報道し、多様

な意見・論評を広く国民に提供することによって、民主主義社会の健全な発展

と国民生活の向上に大きく寄与しています。  

民主主義の主役は国民であり、その国民が正しい判断を下すには、政治や経

済、社会など、さまざまな分野の情報を手軽に入手できる環境が重要です。  

しかし、今回の消費税増税によって、各家庭の経済的負担が増し、民主主義

を支える基盤である新聞の購読をやめざるを得ない読者が増えることが懸念さ

れます。そうなれば、国民のリテラシー（読み書き能力、教養や常識）や社会

への関心の低下につながり、特に社会的・経済的弱者にその傾向が出た場合は、

格差が拡大し、社会的不安を招く恐れがあります。  

現在、消費税を導入している多くの国では、品物別の複数税率が導入されて

おり、ドイツ、フランスなどでは新聞に軽減税率を適用しています。イギリス、

ノルウェーなどでは、課税の対象から除外しています。そうした国では、新聞

は知識や思考を深める文化財として認識され、「知識には課税しない」という

考え方が定着しているからです。  

 今後も、国民がより少ない負担で、全国どこでも多様な新聞を容易に購読で

きる環境を維持していくことは、民主主義と文化の健全な発展に不可欠です。  

 よって、政府におかれては、下記の事項を実現されますよう強く要望いたし

ます。  

 

記  

 

１．消費税増税に当って、新聞への軽減税率の適用を行うこと。  
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